
令和元年 地方分権改革に関する提案募集 提案事項 
 

総務省 最終的な調整結果 

 

管理番号 122 提案区分 Ｂ 地方に対する規制緩和 提案分野 その他 

 

提案事項（事項名） 

公営競技の施行団体の指定に関する都道府県経由の廃止 

 

提案団体 

埼玉県、神奈川県 

 

制度の所管･関係府省 

総務省、農林水産省、国土交通省 

 

求める措置の具体的内容 

公営競技施行団体の指定申請において、政令市については、都道府県を経由することなく、国へ直接申請する

よう制度を改正すること。 

 

具体的な支障事例 

【支障事例】 

市町村が公営競技の施行団体となるためには、競馬法等の規定に基づき、２年おきに総務大臣に指定申請し、

指定を受ける必要がある。ちなみに都道府県は指定が不要である。 

県は当該指定を受けるに当たり、総務省通知に基づき、各市町村の提出書類を取りまとめた上で、指定を受け

る財政上の必要性等の意見書を作成し、総務大臣に提出している。 

県意見書は市町村の財政状況等を勘案した指定の必要性を訴える内容となる。 

当該指定を受けている団体の中に、政令市であるさいたま市（浦和競馬組合等の構成員）が含まれている場合

であっても例外なく、県経由で国へ提出している。 

しかし、政令市の決算統計(地方財政状況調査)や起債協議等の業務については県を経由せずに国に書類を提

出しており、財政状況のヒアリング、事務調整等も総務省が行っていることから、県はさいたま市の財政状況等

について直接関与していない。 

【制度改正の必要性】 

したがって、公営競技の指定とそれ以外（財政状況の把握等）の事務について、整合性が取れていないことか

ら、政令市の当該指定においては、県の意見書を付すことなく、県を経由せずに直接国に書類を提出すべきも

のと考える。政令市は大都市に見合う財政上の特例が認められているので、このような事務でも配慮が必要と

考える。 

 

制度改正による効果（提案の実現による住民の利便性の向上・行政の効率化等） 

二重のヒアリング、書類提出後の調整業務等による負担が軽減され、スマートな事務執行が図られる。 

なお、制度改正によるデメリット、特に収益の均てん化における助言等ができなくなるのではないかという指摘が

あるが、均てん化については、公営競技施行団体が周辺団体等と協議し決定するものであって、県が施行団体

に助言等を行うものではないと考える。 

 

根拠法令等 

競馬法第１条の２第２項､モーターボート競走法第２条 

 

 



追加共同提案団体及び当該団体等から示された支障事例（主なもの） 

川崎市 

 

― 

 

各府省からの第１次回答 

【総務省】 

今回の御要望については、関連する他の制度における取扱い等も勘案しつつ、検討する。 

【農林水産省】 

市町村が公営競技の施行団体となるためには、競馬法等の規定に基づき、２年おきに総務大臣に指定申請し、

指定を受けることを規定している。 

一方、この指定に当たり県の意見書を総務大臣あて提出する規定については、総務省通知に基づくものである

と承知している。 

【国土交通省】 

モーターボート競走法は国土交通省及び総務省が所管しているが、法第２条に基づく施行者の指定手続きに関

する本提案（「県は当該指定を受けるに当たり、総務省通知に基づき、各市町村の提出書類を取りまとめた上

で、指定を受ける財政上の必要性等の意見書を作成し、総務大臣に提出する」ことの廃止）に関しては、その内

容が法令上に規定されているわけではなく、地方自治の財政に係る観点から総務省において手続きを定めたも

のであると想定されるため、本提案の是非について、国土交通省としては判断できない。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解 

提案の早期実現に向けて、前向きに御検討いただきたい。 

なお、御対応いただける場合は、具体的なスケジュールをお示しいただきたい。 

 

各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解 

― 

 

全国知事会・全国市長会・全国町村会からの意見 

【全国市長会】 

提案の実現に向けて、積極的な検討を求める。 

 

各府省からの第２次回答 

【総務省】 

総務大臣は、競馬、競輪及びモーターボート競走を行うことができる市町村を財政上の特別の必要性等を勘案

して指定するが、市町村長は都道府県を経由して総務大臣に申請し、都道府県知事が意見を付す手続としてい

る。 

このような手続とした趣旨は、県内市町村の財政状況等を把握している都道府県知事に対して財政上の特別の

必要性等について意見を求めることで、総務大臣が指定に当たっての参考としようとするもの。  

この点、総務大臣は指定都市の財政状況や公営競技の経営状況等について、地方財政状況調査や公営競技

に関する個別ヒアリング等を通じて直接把握している状況にあり、公営競技を行うことができる指定都市の指定

に当たり、都道府県知事の意見を求め、参考とする必要性は低下していると考えられることから、令和２年度分

の指定手続から、指定都市については、当該指定都市の市長が総務大臣に対して直接申請し、都道府県知事

の意見を求めないこととする。 

【農林水産省、国土交通省】 

総務省が行う検討に対して、必要な協力をしてまいりたい。 

 

令和元年の地方からの提案等に関する対応方針（令和元年 12月 23日閣議決定）記載内容 

５【総務省】 

（４）競馬法（昭 23 法 158）及びモーターボート競走法（昭 26 法 242） 



競馬を行うことができる市町村（特別区を含む。）の指定手続（競馬法１条の２第２項）及びモーターボート競走を

行うことができる市町村の指定手続（モーターボート競走法２条１項）において、指定都市が申請を行う場合の都

道府県経由事務については、令和２年度分から廃止する。 

（関係府省：農林水産省及び国土交通省） 

［措置済み（令和元年 10 月 28 日付け総務省自治財政局地方債課事務連絡）］ 


